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国民健康保険（国保）は、安心して医療が受けられる
ように所得額等に応じてお金を出し合い、医療費などの
給付に充てることを目的とした相互扶助制度です。
その財源は、国や県からの補助金のほかに医療機関の
窓口で支払う一部負担金を除いた額を国保税として国保
に加入する世帯が負担することによって運営されていま
す。

国保税は国保に加入している人数や所得額、資産に応じて４つの算式（所得
割・資産割・均等割・平等割）を合計して世帯主に対して賦課決定します。
平成16年度の税率等を表１のとおり改正しました。医療分・介護分ともに、税
率は引き下げになりまし
た。この結果、１世帯当た
りの平均保険税額は医療分
が151,923円、介護分は
24,996円となります。
なお、前年度と比較する
と医療分と介護分合わせて
１世帯当たり22,912円の減
額となります。

職場の健康保険に加入もしくは職場を退職したり、世帯主を変更したなど国保の被保険者資
格に異動があった場合、異動があった月にさかのぼって納めなければなりません。保険証に異動
があった場合は速やかに（14日以内）役場窓口に届け出をお願いします。

特別な理由もなく国保税の滞納が続くと、有効期限の短い「短期被保険者証」や「被保険者
資格証明書」が交付される場合があります。資格証明書が交付されると医療費はいったん全額
自己負担となります。必ず納期限までに納めてください。
納付が困難な方には、納付相談に応じます。 �

※当初課税の状況で比較をしています。

先頃、県国保連により公表された平成15年度県内90市町村の一人当たり医療費は、平均で36
万390円です。本村は30万3,655円で、県内83位と大変低い位置を占めています。
これは、村の健康づくり事業と村民の皆さんの日頃の健康管理の成果であり、今後も健康管理
に留意し、医療費の削減に努めたいものです。

昭和７年10月１日以降生まれの方には高齢受給者
証を交付しています。
受給者証は８月１日から翌年７月までの有効期限

（毎年更新）となっています。８月からは新しい高齢
受給者証を保険証と一緒に掲示してください。（非提
示の場合一部負担金が１割の方も２割となります）

国保に加入している方で厚生年金などを受けてお
り、加入期間が20年以上又は40歳以降の加入期間が
10年以上の方には国民健康保険退職被保険者証が交
付されます。年金証書・印鑑・被保険者証を持参の
上、14日以内に届け出てください。


